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Ⅰ はじめに
１ 概要
本稿では、ある専門的サービスを提供している組織を対象に研究を行う。当該組織は、
表向きは平静を装っているが、内部の様々なところで綻びが生じており、組織内部が混乱
し機能不全に陥っている。その機能不全のうち、本研究では、エクスターナル・マーケティ
ングに悪影響を及ぼすインターナル・マーケティングの機能不全について、エスノグラフィー
をベースに観察調査、デプス・インタビュー調査に加え、アクセス可能な内部の資料など
の文献の調査を行い、その機能不全の内容を明らかにする。
本稿のⅡでは、調査対象であるサービス提供組織の概要を述べる。Ⅲでは、既存理論を
用いて当該組織を分析し、既存理論で明確にできたことと、逆にできなかったことについ
て説明する。Ⅳでは、既存理論では明らかにできなかった内容について、新たな視点から
発見した点を紹介しながら、今後の研究課題についても言及する。
２ インターナル・マーケティングの概要
インターナル・マーケティングとは、主にサービス業において、従業員が提供するサー
ビスの品質を向上させたり、管理したりするために、組織が従業員に対して行う活動であ
る。インターナル・マーケティングが重要な点は、エクスターナル・マーケティングの質
は、その前段階であるインターナル・マーケティングの質に左右される可能性が非常に高
いということである。
また、インターナル・マーケティングは組織内部で行われるマーケティング活動であり、
使用者側から被用者側に影響を与えるものである。このため、組織にとっては顧客ではな
い被用者を顧客と看做すことが重要な点である。
さらに、筆者の考えるインターナル・マーケティングの位置づけは、図1のとおりで
ある。使用者側から被用者側へのアプローチをインターナル・マーケティング、組織（企
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業）から顧客へのアプローチをエクスターナル・マーケティングとしている。また、被用
者側から顧客への点線の矢印は、エクスターナル・マーケティングが、サービス提供のよ
うに、被用者から顧客へコンタクトするケースもあることを表している。さらに、二重線
の矢印はフィードバックを表している。その1つは、被用者側から使用者側へのフィー
ドバックである。もう1つは、顧客から被用者側と使用者側へのフィードバックである。
Ⅱ ケースの概要
本稿の研究対象となる組織は、中小組織支援相談所 1である。当該組織は、中小組織の
事業経営や運営管理などに対するアドバイスや提案などの支援サービスを提供している。
その他情報提供や調査などの業務も行っている。また、従業員は中小組織の支援 2を行う
専門職である。
当該組織は、会員制度を採用することによって中小組織の顧客化を図り、会員組織から
の会費を主な収入としている。過去には官公庁からの人件費や事業費などの金銭的補助が
あったが、現在ではこれらの補助はなく、一般の企業と同様、サービス提供により収入を
確保していく必要がある。しかし、組織のライフサイクルから見ると、当該組織は衰退期
に入っており、会費の収入だけでは組織を維持することが難しく、組織存続のためには、
他の収入も確保しなければならない。このため、官公庁などの入札参加や委託業務の受託
なども積極的に行っている。
経営戦略研究 Vol.86
図１ 業務の流れから見たインターナル・マーケティングとエクスターナル・マーケティング
出所：平岩,2012,p.103を筆者が加筆修正して記載。
1 筆者は対象組織を、2011年4月から2013年3月までの2年間で調査した。また本稿では、組織名を
伏せておく必要から、同登場人物の氏名や役職などを全て変更している。
2 過去には「指導」という表現を用いていたが、現在では「支援」に改められている。
当該組織の形態は、顧客である会員組織で構成された総会を最高意思決定機関とするラ
イン組織である。役員は、当該組織の代表者も含めそのほとんどが会員組織の代表者を中
心とした外部役員で構成されている。しかしながら、役員の中には役所を退職した者が
1人おり、その者がマネジング・ディレクター（以下「MD」という）として当該組織の
業務運営における担当役員となっている。このMDの1人以外は全員外部役員であり、
プレジデントはあくまでも当該組織の形式上のトップである。このため、事実上の組織の
トップはMDとなっている。また、これまで役所からの影響を強く受けてきた組織であ
り、さらに役所を退職した者が事実上のトップであるため、当該組織は基本的に役所と同
様の運営がなされている。
当該組織の業務は、業務内容を象徴する名称が付されたタイトル業務と、名称が付され
ていない無タイトル業務の2つに分けることができる。タイトル業務は通常、事業と呼
ばれている。事業は、補助事業と一般事業に分けられる。補助事業とは、官公庁などで費
用が予算化されているものであり、以前は事業費として人件費とともに当該組織に割り当
てられていたが、既述のとおり、現在では官公庁からの補助はなく、入札などによって獲
得した業務である。一般事業とは、当該組織の会費収入を源泉に予算化されている業務で
ある。事業の大部分を占めているのは補助事業であり、一般事業は非常に少ない。この事
業のようなタイトル業務では、実施前に担当者を決め、基本的にはその業務の担当者が実
施する。顧客の人気 3が最も高い大泉氏 4によれば、「このようなタイトル業務が、上位
の職にある者、特にMDが認知している業務であり、タイトル業務の実施前には、事前
にMDの決裁が必要である。」
決裁のプロセスの最初は稟議書類の作成であり、その書類はその事業における全体の計
画、総予算額などに関するものであり、原議と呼ばれている。この原議が決裁されなけれ
ば、実施することができない。原議の決裁の後に、その個々の内容に応じた決裁がされて
いくなど、決裁にも順序が存在している。例えば、講習会の開催などの場合、開催案内を
送るための郵送料の決裁が必要であるが、原議の決裁がなされていなければ、この郵送料
の決裁に関する書類をあげていくことはできない。
顧客の視点から見ると、開催の案内はできるだけ早く送付する方が望ましい。この場合、
原議と郵送料の決裁書類を同時にあげていけば早く決裁され、早く顧客に開催案内を送付
することが可能となる。しかしながら、順序があるため、それは認められていない。顧客
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3 人気は、ここでは2つに分けることができる。1つは客に媚を売るから人気がある。もう1つは丁寧
でわかりやすい、適切なアドバイスをするから人気がある。前者が茶坊主で、後者が大泉氏などの対応
の良い人物である。茶坊主については後述する。
4 大泉氏は、当該組織で顧客などからの評判や信頼が最も高く、後述する当該組織の中核となる相談業
務では、主要な3つの相談事項の件数において、近年、トップの実績を持つ勤続年数約11年の人物で
ある。さらに、組織内部の者も、わからないことは大泉氏に聞いており、中にはその相談そのものを大
泉氏にやってもらおうとする者もいる。
よりも文書による決裁の手順や上位の職にある者の承認が重要なのである。開催案内の送
付日と開催日の間が短い場合も決裁の手順や上位の職にある者の承認が重要であり、早く
開催案内を送付することによって顧客の日程調整の利便性を図るなど、顧客が優先される
ことはない。文書重視と形式重視の典型であると考えられる。
ところが、起案者（稟議書類作成者）によって、形式重視の業務の流れが崩れる場合が
ある。MDに気に入られている者が起案者の場合は、MDはその意向を汲み取るため、態
度を変え、形式を重視することなく、いきなり承認を与えてしまう。このように、MDの
一貫性の欠如も当該組織の現象として現れている。
一方、業務にタイトルが付されていない無タイトル業務については、高瀬氏 5によれば、
「MDはほとんど認知していないし、上位の職にある者でも認知していない場合が多い。」
さらに、決裁が不要な業務もある。代表的なものは、顧客からの相談に対応する相談業務
である。この相談業務のように、認知されていなくても重要なものが存在している。この
相談業務は管理職などの上位の職にある者も相談があれば受けなければならないものとさ
れており、通常、当該組織としては行われるのが当然の業務である。
しかしながら、相談業務を行うためには専門的知識や対応力などが必要になるが、タイ
トルが付されていないため、MDを始めとした上位の職にある者に認知されることが無く、
評価にも結びついてこない。このため、この相談業務を回避しようとする者が現れており、
大泉氏によれば、「特に管理職などの上位の職にある者や『茶坊主』と呼ばれている者に
多く見られる。」
「茶坊主」とは、MDに媚びへつらい取り入ろうとするなどの自己呈示 6を行う者であ
る。それに対し、茶坊主ではない者を、ここでは「非茶坊主」とする。そして、現在の
MDも、その前の、さらにその前のMDも、茶坊主の言うことに耳を傾け、さらには茶
坊主を管理職などの上位の職に登用してきた。それは、大泉氏によれば、「茶坊主がMD
に対し媚びへつらい、MDの言うことをよく聞き、顧客ではなく、組織でもなく、MD個
人に貢献しようと努力するからである。」
さらに、茶坊主の中には、当該組織の他の役員（外部役員）やその役員が代表者を務め
る会員組織の関係者にも気を配る者が存在している。会員組織の代表者や関係者に気を配
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5 高瀬氏は、相談業務、特に中小組織の立上業務に精通している勤続年数約17年の人物である。立上
業務所管部門所属時の立上件数は常にトップであった。さらに、近年の年間最多立上件数の記録も持っ
ている。また、経営学の知識も豊富である。
6 自己呈示（selfpresentation）とは、池上・遠藤（2008）によれば、相手に与える印象をコントロー
ルしようとする試みであり、それによって望ましい結果を得ることが目標とされているが、相手に対し、
良い印象だけでなく、恐ろしい人などの否定的印象を抱かせるようにふるまうこともある。また、安藤
（1994）では、自己呈示の機能として、報酬の獲得と損失の回避、自尊心の高揚・維持、アイデンティ
ティの確立の3つが挙げられている。ここでは、茶坊主が優遇され、上位の職にも登用されていること
から、報酬の獲得と損失の回避の機能が働いていると考えられる。
ることそのものは良いことである。しかし、茶坊主には顧客意識は無い。顧客意識の無い
茶坊主が、なぜ外部役員に関係する顧客に気を配るのか。大泉氏によれば、「MDが、外
部役員、特に有力な外部役員に気を配っているからである。」茶坊主はMDに意識を集中
させ、MDの行動や様子を非常によく観察しているため、MDが外部役員、特に有力な外
部役員に気を配っていることを把握している。このため、顧客意識の無い茶坊主であって
も、外部役員に関係する顧客には気を配る。また茶坊主は、外部役員に関係する顧客でな
くとも、MDが気を配る相手には、同様に気を配る。そうすることでMDを喜ばせるの
である。
さらに、茶坊主の中でも悪質な者は、MDに対し、非茶坊主の事実ではない内容を告げ
口する。告げ口をする理由としては、2つが考えられる。1つは、事実上トップのMDが
人事権を掌握しており、MDの印象が重要であるため、非茶坊主の相対的なイメージを悪
化させることによって自分の相対的なイメージやポジションなどを向上させる自己呈示で
ある。もう1つは、自分に逆らえないようにするための攻撃 7または威嚇 8である。茶坊
主が直接に攻撃または威嚇をすることもあるが、相手によっては反発される場合もあるた
め、自分に逆らえないようにするには、告げ口によって人事権を掌握しているトップの
MDが相手を攻撃または威嚇するように仕向ける方が効果的であり、相手のダメージも大
きいと思っているからである。
ところが、茶坊主の中には、顧客からの難しい相談などの対応に必要な専門的知識のあ
る者やその知識を学習しようとする者はほとんどいない。それどころか、相談等を回避す
るために意図的に外出してしまう者や、顧客の要望が実現できない多くの理由を列挙して
暗に拒否する者、上位の職にある者では自分が受けた相談等を下位の職にある者に押し付
ける者などが存在している。この点について、大泉氏は「茶坊主には顧客の相談に対応で
きる実務能力がない」からであると述べている。結局、相談等でも難しいものや手間のか
かるものなどは、非茶坊主が行うようになっていく。大泉氏は、「この組織では、能力の
低い者が優遇されている」とも述べている。
さらに茶坊主は、MDの一貫性のなさにつけこんで、自己の保身やアピールのための自
己呈示を繰り返す。この茶坊主の行為にMDは振り回され、MDの場当り的な意思決定
によって業務の優先度や重要度が変化する。そして、重要と看做される業務が変化し、管
理職を通じてその変化が現場に影響を及ぼし、現場は混乱に陥ってしまう。さらに、管理
職のほとんどが茶坊主であるが、茶坊主でない管理職でもこの一貫性のないMDの間違
いを指摘したり、意見したりする者は存在しない。下手なことを言えば、自分が睨まれる
からである。このため、陰で悪口を言っている管理職もいる。
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7 攻撃とは、危害を加えようとする意図的行動である（末永・安藤,1998;池上・遠藤,2008）。
8 威嚇とは、相手に恐ろしいとの印象を与えるための行動である（JonesandPittman,1982）。
このようなことが続いていくと、非茶坊主から見た、組織内の他の従業員、特に茶坊主
や上位の職にある者の信頼性が喪失していく。大泉氏は「普段は我慢しているが、MDの
言うことは一貫性がない上に意味不明で腹が立つことがよくある」、「管理職もほとんどが
茶坊主なのでどうしようもない」と述べている。高瀬氏は「MDはレベルが低すぎてリー
ダーに相応しくない」と述べている。大泉氏も「MDに言われた場合はできればやりたく
ないという気持ちになる」と述べている。このような混乱がさらに進むと、非茶坊主まで、
自分を律するための規律の精神が崩壊していくようになる。
一般の従業員の住長氏 9は、「ばからしくて、まともにやってられない」と言っている。
そして、組織としての価値観もなくなり、責任感の喪失が組織の風土や文化として浸透し
ていってしまう。責任感の喪失した風土などが非茶坊主のやる気をさらに低下させ、顧客
からの相談の電話を受けるのを回避するために他の電話に対応しているふりをする者や、
忙しい時期や時間帯に計画的に外出する者、席をはずす者など、相談業務を回避する者が
現れるようになる。大泉氏は、このような電話をしているふりをすることを「カラ電話」
と呼んでいる。また、一般の従業員の川本氏 10は、計画的に外出する者や席をはずす者
のことを「逃亡者」と呼んでいた。
このような状況は顧客に対する責任感の喪失であり、組織全体の顧客対応力は確実に低
下していく。また、当該組織に理不尽さを感じている非茶坊主も少なからず存在するが、
景気が悪いことや、業務内容にも特殊な部分が多く、今の業務経験を他の組織では活かす
ことが難しいため、転職したくともそれが困難な状況にある。この理由で、非茶坊主の勤
労意欲も低下する恐れが高い。
また、「相談業務」とは、顧客からの様々な相談に対する回答や助言、アドバイスなど
を行う業務のことである。そして、この相談業務こそが当該組織のコアとなる業務である。
当該組織が設立された当初は、この相談業務を主軸に業務を展開していた。それは、設立
当初は事業も充実しておらず、顧客の問題や課題などを解決していくためには、顧客に接
してサービスを提供する従業員のスキルによるところが大きかったと考えられるためであ
る。このため、当該組織の従業員の専門的知識や顧客対応力などのスキルは比較的高かっ
たと考えられる。その後、当該組織では、徐々に事業が充実していった。
事業が充実していくに従い、事業の推進が当該組織の業務の中心的なポジションを占め
るようになった。顧客の問題や課題を解決するためには高度な専門的スキルを持った外部
の人のアドバイスが必要なこともあり、そのアドバイスに多額の費用が必要な場合に事業
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9 住長氏は、勤続年数は約11年で、主に組織内部の管理業務を行っているが、顧客の支援も行う人物
である。茶坊主に嫌悪感を持つ非茶坊主であり、茶坊主の行動によって、近年、モチベーションが低下
している。
10 川本氏は、大泉氏（「脚注4」を参照）に共感しその影響を強く受け、近年、顧客対応力が向上してき
た勤続年数約3年の人物である。また、ある顧客支援プログラム（業務）をまかされ、1人で行ってお
り、経営学に関する知識もある。
を適用し、事業の予算から費用を支出する。しかし、本来は事業においても、問題や課題
を解決するためのスキルが中心であるべきであり、予算などは単にそれらのスキルに付随
しているものにすぎない。
この事業の中でも、役所からの補助金がついている事業が補助事業である。補助事業は
実施する分野や内容が決まっているため、他の分野や内容を行うことができない。例えば、
人材確保という内容の事業で、新製品開発を行うことはできない。つまり、補助事業では、
決まった内容を決まったとおり実施することが重要なのである。この補助事業を継続して
いくと、決められた手順や実施計画のとおりに正確に事業を実施していくことに集中する
ようになり、問題や課題の解決など、成果を出していくことに目がいかなくなる。つまり、
「正しいことを行う」のではなく、「ものごとを正しく行う」ことに実施の重点がシフトす
る。
従業員が「ものごとを正しく行う」ことに集中するようになると、中核となるスキルの
部分は、予算を使って外部から調達しようと考えるようになる。そして、外部の専門家
（専門的知識や対応力を持つ人）に中核となるスキルの部分を補ってもらい、予算からお
金を支払うのである。このようにすると、本来サービスを提供するはずの従業員に中核と
なるスキルがなくても、事業を実施することが可能となる。
そして、この外部の専門家によってスキルを補い続けていくと、自ら中核となるスキル
によってサービスを提供しなくても、専門家にやってもらえばよいと考える者も現れる。
さらに、このような者は成果に対する責任を負いたくないので、責任を回避するために外
部の専門家まかせにして、責任を転嫁するようになり、外部の専門家を活用したサービス
提供が常態化する。その上、中核となるスキルは外部の専門家によって補うようになるた
め、本来自らがサービスを提供するはずの従業員の中から、中核となるスキルに必要な専
門的知識や対応力などの向上を図らない者も現れる。長尾氏 11は、「顧客の問題や課題の
解決は、本来は従業員が行うべきだが、現実はできない者も多いので、外部の専門家に依
頼している」と述べている。
さらに、中核となるスキルを習得しなくても何とか業務をこなせるようになると、コア
業務（中核業務）を回避したり、他の従業員に押し付けたりする者も現れるようになる。
中には、顧客に接する態度が良くない者も現れるなど、コア業務遂行スキルの希釈化や従
業員の態度の悪化などが起こっている。
大泉氏は「自分が他の組織にいたら、こんな組織があるとは信じないだろう」と述べて
いる。
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11 長尾氏は、内心ではMDや茶坊主のことを良く思っていないが、特にMDや嫌がらせをする茶坊主
には逆らわないようにしている人物である。モチベーションは低いが、非茶坊主では希少な管理職であ
る。
Ⅲ インターナル・マーケティングの機能不全の分析
１ 先行研究レビュー
当該組織の現象を見ると、特徴的なものとして、基本的に役所と同様の運営がなされて
いること、組織の収益も良くない状態であり、その存立基盤が揺らいでいること、組織の
価値観となるものがなく、リーダーシップとそれを発揮するリーダーにも問題があること、
コア業務（中核業務）の外部化を図っていることなどが挙げられる。このため、官僚制、
組織文化、リーダーとリーダーシップ、アウトソーシングに関連した主な先行研究につい
て、レビューを行う。
また、分析において、ここでレビューした理論では説明できない現象については他の既
存理論を用いる。さらに、それでも説明できない現象については、筆者が別途分析を行い
後述する。
官僚制では、代表的な研究者にMaxWeberがいる。Weber（1922）は官僚制を合理的
なものとして捉えており、その主な特徴を、規則による支配、効率性、正確性、信頼性、
専門性、即物性（非人格性）などとしている。Merton（1940,1952,1957）では、Weber
の官僚制の合理性については述べているが、手段的価値が究極的価値 12となる目標の転
移 13や、規則などによる形式主義、儀礼主義、文書主義など、融通のきかない杓子定規に
なることや迅速な対応能力が欠けるなど、官僚制の負の側面である逆機能（dysfunction）14
について述べている。Blau（1956,邦訳,p.2）は「数おおくのひとびとの仕事を秩序よ
く協業させて、大規模な管理業務が達成できるようにしくんだ組織の型を官僚制とよぶの
である。」と述べているが、Mertonと同様、本来は手段として考えられた規則の遵守が
目的自身にかえられ、手段的価値が究極的価値になるという目標の転移の過程が発生する、
官僚制の逆機能があるとも述べている。
Mintzberg（1980,1983）は、官僚制組織にはマシン・ビューロクラシーとプロフェッ
ショナル・ビューロクラシーの2つの形態があると述べ、次のように説明している。マ
シン・ビューロクラシーは大規模ユニットの運営に向いており、非常に形式化された運営
手順、ルーチン運営、高い専門性、規則の増加、形式化されたコミュニケーション、機能
別業務配置、意思決定の中央集権化、ラインとスタッフを明確に分けた精巧な管理構造な
どの特徴を持っている。一方、プロフェッショナル・ビューロクラシーはスペシャリスト
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12「究極的価値」については、Merton（1957,邦訳）では「終極的価値」、Blau（1956,邦訳）では
「窮極の価値」と記載されているが、同じ意味を示しており、本稿では「究極的価値」に統一している。
13「目標の転移」については、Merton（1957,邦訳）では「目標の移転」、Blau（1956,邦訳）では
「目標転位」と記載されているが、同じ意味を示しており、本稿では「目標の転移」に統一している。
14 逆機能（dysfunction）という言葉については、Merton（1940）では使用していないが、後にこの論
文が論文集として編集されたMerton（1952）において加えている。
に着目した組織形態であり、スキルの標準化、よく訓練されたスペシャリストの雇用、ス
ペシャリストに対する職務上の大きな自治権の付与、スペシャリストの標準化されたスキ
ルや知識に基づく調整などの特徴を持っている。また、Colins（2009,邦訳,p.112）は、
組織の衰退に関する研究の中で「官僚的な規則の制度によって、規律の文化の特徴である
自由と責任の精神が破壊される。自分の仕事を責任によってではなく、肩書きで考える見
方が強まる。」と言及している。
国内の官僚制研究では、Weberの官僚制と大規模企業の経営組織について論じている
もの（高橋,2004）やBlauに関するもの（榊原,1975）も多い。その他では、官僚制組
織におけるリーダーシップの必要性を述べているもの（伊藤,1975）や、公式組織・官
僚制における意図せざる結果の数理・計量的研究を行うもの（木村,1989）、官僚制とネッ
トワークの関係について考察しているもの（村上,2002）、官僚制の変遷と組織論でのネッ
トワーク組織について論じているもの（朴,2003）、官僚制組織の経営戦略論的可能性に
ついて考察しているもの（鈴木,2008）などがある。
そのような国内官僚制研究の状況にあって、岸田（1997,2009）の研究は異彩を放っ
ている。岸田は次のように説明する。官僚組織は仲間うちの面子と利益を守るための自閉
的共同体であり、共同体（仲間）の利益等を優先する。共同体の利益等を優先しないと、
除け者にされるからである。しかも、共同体以外に対しては無関心または冷酷無情である。
さらに、自浄作用が無く、外部からしか浄化できないのである。
リーダーやリーダーシップ、組織文化では、優れたリーダー像について述べているもの
（Colins,2001,2009）、官僚制組織におけるリーダーシップの必要性を述べているもの
（伊藤,1975）、リーダーシップによる組織変革について述べているもの（Kotter,1996,
1999）、リーダーの信頼性について述べているもの（KouzesandPosner,1993）、リー
ダーのタイプとレベルを体系化しているもの（佐藤,2009）、組織文化とその組織文化に
関するリーダーの役割について述べているもの（Schein,1999,2010）、組織を成長させ
るカギとして、組織のあらゆる階層に存在し、次々にリーダーを生み出していく仕組み
（TichyandCohen,1997）とリーダー育成のための良循環な教育（TichyandCardwel,
2002）などの研究がある。
アウトソーシングの研究では、製造業を主体とした研究であるが、アウトソーシングに
よる独自能力の低下について述べているもの（Kotabe,1998）、アウトソーシングと自社
の競争基盤との関連について述べているもの（諸上・Kotabe（小田部）・大石・小林,
2007）、独自の特性とその特性の内部化について述べているもの（KotabeandHelsen,
2007）などがある。
２ 既存理論を用いた分析
ここでは、既述の調査対象組織に対し既存理論を用いることによって、インターナル・
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マーケティングの機能不全現象を分析する。但し、機能不全となっている現象のうち既存
理論では説明することができない部分については、新たな視点から分析を行い、後述する。
まず、機能不全現象で最も重大と考えるのは、コア業務（中核業務）遂行スキルの希釈
化である。このスキルの希釈化は、当該組織の存在基盤自体にかかわる問題である。その
次に重大と考えるのは、基本的価値観とリーダーシップの欠如である。基本的価値観は組
織での行動や思考の基準となるので、これが欠如していると行動や思考の基準がないため、
一貫性も欠如し、事実上、組織内部は崩壊し、顧客に価値を提供できない形だけの組織と
なり、収益が低下してしまう。さらに、その価値観の形成や修正のためのリーダーシップ
がなければ組織内部を修復することもできない。このため、基本的価値観とリーダーシッ
プの欠如を2番目に重大な現象と判断した。第3に重要な機能不全は、顧客のフィード
バックが働かないことである。顧客のフィードバックが働かなくなると、組織は硬直化し、
内部の改善機能が停止することにより収益低下をもたらす。以下では、この順に分析して
いく。
（1）コア業務（中核業務）遂行スキルの希釈化
コア業務遂行スキルの希釈化現象については既に説明したとおりであるが、この現象は
既存理論では説明できない。これについては新たに分析を行い、後述する。
また、コア業務を回避する者の中には、顧客に接する態度が良くない者や顧客の要望が
できない理由を列挙して暗に拒否する者も現れるようになり、顧客を嫌な気持ちにさせた
り、困らせたりするなどのケースも発生している。それでも顧客が当該組織に相談に来る
のは、顧客組織に関する法律や会計などの内容を知っている専門家が少なく、当該組織に
相談せざるを得ない状況だからである15。
さらに、業務の外部化に関しては、主に製造業におけるアウトソーシングの視点である
が、Kotabe（1998）においてアウトソーシングが長期的には独自能力の低下を招くこと
が指摘されており、諸上・Kotabe（小田部）・大石・小林（2007）では自社の競争基盤
の空洞化が懸念されている。また、KotabeandHelsen（2007）では、独自の特性は内
部化するべきであると述べられている。これを当該組織で考えてみると、当該組織では主
に相談に対する助言やアドバイスなどのサービスを提供している。このため、コア業務を
外部化するのではなく、組織としての学習の実施により知識やノウハウなどを蓄積しコア
の拡大化を図っていくことが重要であると考えられる。しかしながら、組織全体としての
コア業務遂行スキルが希釈化してきているため、当該組織が行っているような相談に対応
できる競合が現れた場合は、組織として学習を行わなければ、今後はコア業務でも当該組
織が窮地に追い込まれる可能性が高いと考えられる。
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15 このような状況は、まさに「偽りのロイヤルティ」（JonesandSasser,1995）である。
（2）基本的価値観とリーダーシップの欠如
当該組織は官僚制的体質であり形式や文書を重視しているが、決裁プロセスを見るとこ
れが徹底できていない。さらに、MDの場当り的な意思決定によって、業務の優先度や重
要度が変化する。このように、当該組織は一貫性のない体質となっている。原因は、MD
の一貫性の欠如である。
当該組織のリーダーに一貫性が欠如している理由は、リーダーが役所からの天下りだか
らである。Drucker（1974）やMaciarielo（2009）では、組織のミッションやビジョン
の重要性について述べられている。しかしながら、役所は規則や規定などのルール化され
たものを基準として動く組織である。しかも規則や規定は自分で考えたものではなく既に
あるもの、つまり、「与えられたもの」である。与えられたものに従って動く組織で育っ
た者のほとんどは、自分で良し悪しを考えて行動した経験がないと考えられる。それが、
いきなり自分がリーダーとなり、与えられるのでなく、自分でミッションやビジョンを考
えるのであるから、これができる者はほとんどいないと考えられる。このため、当該組織
のリーダーは一貫性がなく、場当り的な意思決定をしてしまう。Schein（2010）では、
リーダーによる組織文化の形成や定着、変革の重要性について述べられている。それは、
文化の深いところにある価値観が組織での行動や思考の基準となるからである。この
Scheinの考え方を用いると、組織文化の形成や変革などの役割を担うべきリーダーその
ものに一貫性がないのであるから、適切なリーダーシップは行使されておらず、適正な基
本的価値観が欠如した状態となっている。適正な基本的価値観が欠如しているから、行動
や思考の適正な基準がなく、当該組織は一貫性のない体質となっている。
このように、当該組織のリーダーはミッションやビジョンもなく、一貫性もない状態で
あり、当該組織では適正な基本的価値観がなく、適切なリーダーシップも行使されていな
いため、組織自体の一貫性がない。このため、従業員は適正な思考や行動を行うための基
準とするものがないだけでなく、リーダーの一貫性のない意思決定や指示、命令などに振
り回される。さらに、このリーダーの一貫性の欠如につけこんで、茶坊主は自己の保身や
アピールのための自己呈示を繰り返す。この茶坊主の自己呈示にリーダーは振り回されて
いるが、そのことには全く気づくこともなく、積極的に茶坊主の言うことに耳を傾けてい
る。その茶坊主の自己呈示がさらにリーダーの意思決定や指示、命令の一貫性のなさに拍
車をかけ、それが管理職などの上位の職にある者を通して現場に影響を及ぼす。
Drucker（1974）では、経営管理者に求められる根本的な資質としてインテグリティー
（integrity）16の重要性が述べられている。また、藤井・西部（2013）では、インテグリ
ティーにはものごとを総合する（総合的に見る）こと、一貫性、誠実性の3つの意味が
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16「インテグリティー（integrity）」については、Drucker（1974,邦訳）では「誠実さ」と記載されて
いるが、本稿では「インテグリティー」に統一している。
あると述べられている。大泉氏は「普段は我慢しているが、MDの言うことは一貫性がな
い上に意味不明で腹が立つことがよくある」、「管理職もほとんどが茶坊主なのでどうしよ
うもない」と述べており、リーダーを始めとした上位の職のほとんどに、ものごとを総合
的に見る力、一貫性、誠実性のどれも備わっていないことがわかる。そのインテグリティー
のなさが信頼性の喪失に結びついている。さらに、KouzesandPosner（1993,邦訳,p.
28）は、「信頼感はリーダーシップの基礎なのである。」と述べており、リーダーに対す
る信頼感を特に重要視している。しかしながら、当該組織ではリーダーを始めとした上位
の職にある者のほとんどがインテグリティーのない状態であるので、下位の者からの信頼
感は存在していない。
また、当該組織は今まであった人件費や事業費などの補助がなくなるなど、環境が激変
しており、収入の確保に躍起になっている。Kotter（1996,1999）では、環境の変化に
応じた、リーダーによる組織変革の重要性について述べられているが、基本的価値観やミッ
ション、ビジョンすら欠如しているので、環境の変化に応じた組織変革を行うことができ
ない。その上、一貫性の欠如や信頼性の喪失という状態にあるため、真面目にやることが
バカらしいと思わせるような悪影響が組織全体に及んでいく。このような状況では、非茶
坊主まで自分を律するためのモラル（moral）が崩壊し、モラール（morale）も低下して
いく17。そして、業務に対する責任感の喪失、さらには顧客に対する責任感の喪失へと進
んでしまう。
（3）顧客のフィードバックが働かないこと
顧客のフィードバックの不具合に影響を及ぼしている要因の1つは、形式重視・文書
重視への固執といった官僚制の逆機能である。当該組織では、多くの業務にMDの決裁
が必要であり、その決裁が必要な業務が、MDを始めとした上位の職にある者に認知され
ている業務である。そして、業務が決裁されるためには、稟議書類を使用して行わなけれ
ばならない。さらに、稟議にも順序がある。稟議書類の使用や順序が、顧客のために変更
されることはない。このように形式や文書を重視するのは、官僚制の主な特徴である。
さらに、顧客のフィードバックが働かないことが、組織の人事にも悪影響を及ぼしてい
る。それは、不適切な人材の優遇や上位の職への登用である。当該組織では、茶坊主が優
遇され、上位の職に登用されている。ところが、本当に顧客対応に努力しているのは、非
茶坊主である。それによって、非茶坊主のモチベーションも低下してきている。これにつ
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17 モラルとモラールの関連について、伊那食品工業の塚越氏は「私は社員のモラール（やる気）とモラ
ル（道徳意識）は連動すると思う。会社が社員のことを第1に考える経営をすれば社員のモラールが
高まりモラルの高い行動をする。それが会社の地域貢献につながるのです。」と述べている内容が佐藤
（2012）に記載されている。これに対し、当該組織では、すべての従業員がその事実を知っているにも
かかわらず不倫が放置されており、モラルの低さを表している。
いては、岸田（1997,2009）の考え方が手掛かりになると考える。岸田は、官僚組織は
仲間うちの面子と利益を守るための自閉的共同体であり、共同体（仲間）の利益等を優先
すると述べている。しかしながら、当該組織では少し仲間の範囲が違っているようである。
当該組織における仲間とは、当該組織のメンバー全員ではなく、MDとその取り巻きであ
る茶坊主であり、非茶坊主は仲間とは看做されてはいないと考えられる。このため、非茶
坊主は優遇されることはなく、モチベーションが低下していく。
さらに、組織正義の視点では、ColquittandShaw（2005）が正義の構成要素として
よく言及されるルールを、分配的正義、手続的正義、相互行為的正義の3つにまとめて
いる。この点から見ても、茶坊主を優遇するなど、分配的正義や手続的正義が満たされて
いない。また、管理職のほとんどが茶坊主であるため、MDや自分より上の者には媚びへ
つらうが、下の者への礼儀や敬意などはなく、さらにMDの非茶坊主に対する態度にも
礼儀や敬意などはなく、相互行為も適切なものとは言えない。即ち、3つの組織正義のど
れもできていない。このため、上位の職にある者への信頼性の喪失ややる気の低下などが
起こっている。しかしながら、顧客からの様々な相談に対する回答や助言、アドバイスな
どを行うことが当該組織の業務内容である。さらに、ShethandSobel（2002）では、信
頼されるアドバイザーの特質として、無私と自立、共感力、ディープ・ジェネラリスト、
統合力、判断力、信念、誠実さの7つが述べられており、このような特質を備えた信頼
されるアドバイザーの職場であるべきなのであるが、上位の職にある者への信頼性の喪失
ややる気の低下などのため、プロフェッショナルとしての意識が生まれにくい環境である。
このような職場の環境では、信頼されるアドバイザーは育ちにくく、顧客へのサービス品
質の向上を図ることは難しいと考えられる。
Ⅳ 新たな視点の発見
既存理論で明らかにすることができなかった現象は、コア業務（中核業務）遂行スキル
の希釈化である。なぜコア業務遂行スキルの希釈化が重大な機能不全の現象なのであろう
か。それは、コア業務で提供されるサービスが最も顧客のニーズが高く、そのサービスの
提供能力が低下することは、組織の提供するサービスのコアが減少することであり、組織
の存在価値が減少することになるからである。
それでは、なぜこのような現象が起きてしまうのであろうか。当該組織では、事業と呼
ばれる業務が多く、事業では、従業員が自らコア業務を行わなくても、外部の専門家のス
キルで補うことが可能だからである。さらに、外部の専門家によるスキル補充を何度か経
験すると、その経験から自らコア業務を実施しなくても業務が遂行できることを学習し、
自らコア業務を実施せず回避する者も現れてくる。コア業務の回避を経験から学習するの
である。さらに、提供したサービスの内容が良くなかった場合、成果も良くないが、その
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成果に対する責任を回避したいので、コア業務は外部の専門家まかせとなっていき、コア
業務の回避が常態化するようになる。
このように、コア業務を行わず、成果に対する責任の回避を繰り返していくと、成果の
ための努力、即ちコア業務に必要なスキル習得の努力をしなくなる。学習する労力を惜し
むようになるのである。この仕事について間もない者なら専門家への依存度が高くてもし
かたがないと考えられるが、組織全体から考えると、いずれはコア業務が可能なスキルを
習得すべきところである。
しかしながら、上位の職にある者でも内容まで踏み込んだり、専門家と一緒になって考
えたりしようとする者は少ない。それは、スキルを習得しコア業務を行ってもそれを評価
する仕組みがなく、業務もそれなりにこなせるからである。このため、難しい内容であれ
ば外部の専門家まかせという組織体質となり、専門職としての意識が高い者や向上心があ
る者でない限り、それ以上のスキル習得の努力をしなくなる。このため、スキルは低下し
ていき、外部の専門家が提供するサービスの良し悪しさえわからなくなる。「正しいこと
を行う」のではなく、「ものごとを正しく行う」だけの状態となる。この段階で既に成果
に対する責任感は喪失しているが、それが進んでいくと、成果に対する意識すらなくなる。
さらに進んでいくと、最後には成果の対象である顧客への意識までなくなってしまう。
これまでの内容をまとめると、図2のコア業務の外部化による顧客意識喪失までの段
階のようになる。
この図2は、上に位置する4つの段階と下に位置する3つの段階の2つに分けること
ができる。上に位置する4つ（コア業務の外部化の実施、コア業務実施回避の経験、成
果に対する責任の回避、成果のための努力の回避）は、作為的なものだけでなく不作為的
なものも含め、行動・経験（体験）の段階となっている。何らかの行動を行ったり、行わ
なかったりし、それを経験（体験）する段階である。一方、下に位置する3つ（成果に
対する責任感の喪失、成果に対する意識の喪失、顧客意識の喪失）は、思考・意識の段階
である。ここでは行動や経験（体験）をするのではなく、頭の中で考えたり、意識したり
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図２ コア業務の外部化による顧客意識喪失までの段階
出所：筆者作成
する段階である。
それでは、なぜ図2の矢印が示すように顧客意識の喪失へと落ち込んでいくのであろ
うか。それは、顧客意識を喪失する者は、内発的動機づけが働いていないからであると考
えられる。問題や課題の解決で顧客が喜んだ場合、自分のアドバイスによるサービス提供
では、自分が直接解決したため、大きな達成感を感じることができ、それがさらなる内発
的動機づけを働かせると考えられる。これに対し、外部の専門家のアドバイスによるサー
ビス提供では、解決したのはあくまでも外部の専門家であり、自分が直接解決したわけで
はないので、あまり達成感は感じられず、内発的動機づけが働かないと考えられる。金銭
や茶坊主による地位の向上などの外発的動機づけだけでは達成感は感じられず、内発的動
機づけが働かないと、歯止めがかからず、顧客意識の喪失へと落ち込んでいくのである。
ところで、このようにコア業務を行わず顧客意識の喪失へと落ち込んでいく者がいる一
方、コア業務を行い、顧客意識を喪失しない者も少ないが存在している。なぜコア業務を
行うのであろうか。なぜ顧客意識を喪失しないのであろうか。それには、2つの理由があっ
た。1つ目は、顧客からの良いフィードバックである。例えば、顧客からのお礼や感謝の
言葉などである。このような顧客からの良いフィードバックを知覚した者は、意識が組織
内部から顧客へ移行している。この点について、大泉氏は「組織内部を見ていても嫌にな
るから、組織内部を見ず、顧客だけを見るようにしている」と述べており、顧客からの良
いフィードバックがサービス提供者の意識を組織内部から顧客へ移行させている。また、
顧客からの良いフィードバックによって既述の内発的動機づけが働き、それが顧客対応力
を向上させようとする意欲を高め、さらに自らのスキルを向上させようとする意欲を高め
ていると考えられる。2つ目は、少数の顧客意識を喪失していない者同士の組織市民行動
（OCB:OrganizationalCitizenshipBehavior）18である。同じような意識を持つ者同士
が一種のインフォーマルな集団を形成し、義務がないにもかかわらず、自発的に互いに教
えあったり情報交換したりして知識向上を図っていた。このような組織市民行動も、機能
不全によって引き起こされる悪影響を防ぐ効果がある重要なポイントである。
Ⅴ 結論
本稿では、エスノグラフィー的調査をベースにして、エクスターナル・マーケティング
に悪影響を及ぼすインターナル・マーケティングの機能不全について分析した。ここで分
析した機能不全の多くは官僚制を始めとする既存理論で明らかにすることができた。しか
し、その中から、コア業務（中核業務）の外部化が顧客意識の喪失を招き、茶坊主的な自
己呈示を誘引する可能性が高いということも発見できた。また、インターナル・マーケティ
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18 組織市民行動とは、通常、義務がないのに他の人の仕事を助けるなど、職務の範囲外の行動であり、
実施義務のない自発的な行動であると言われている。
ングにおいては、リーダーやリーダーシップが非常に重要な役割を果していることも確認
することができた。
今後は、他の組織のケース・スタディ・リサーチなどにより、インターナル・マーケティ
ングの視点によるリーダーのあり方やリーダーシップについても、さらに深く考察してい
きたいと考える。
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